











にすれば高められるのか。本論文では、従業員 30 名から 650 名の中小・ベンチャー企業 9


























れ（古屋 2012）、ICS と仕事の満足度（Kongchan 1985, Pincus 1986）、生産性（Clampitt and 






（Eskildsen and Nuessler 2000）、信用（Beslin and Reddin 2004）、顧客満足度（Van der Wiele, 








プロセス（Asif and Sargeant 2000）として捉えた研究は少なく、新しい研究領域である。図





























解明し、モデル化する方法とする。ICS の判定は、日本語版 Communication Satisfaction 
Questionnaire（古屋 2012）（以下「CSQ」という）による量的データを利用する。プロセス
の解明は、経営者、ミドルへのインタビュー（質的データ）のグランデッド・セオリー・ア
プローチ（グレイザー ストラウス 1996、Grounded Theory Approach、以下「GTA」という）
による分析を利用する。CSQ と GTA を組み合わせた点は、新しい研究方法を提示する。









的研究が有効である（木下 2003、Neergaard and Ulhoi 2007）。Neergaard and Ulhoi（2007）
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は、1993 年から 2004 年までの GTA を利用したアントレプレナーシップ研究の例をあげ、















Neergaard and Ulhoi 2007、Bryman 2008、Teddlie and Tashakkori 2009、Denzin and Lincoln 
2013）の考え方である。
実際に、本研究デザインの有効性を検証するために、従業員 30 人から 300 人の中小・ベ





























































































1. 売上、利益、従業員数基準のどれかで、過去 5 年間の成長を判定できる企業
2. 組織規模は、数 10 名から数 100 名規模（海外従業員を除く）の企業（中心帯 300 名）
これは、組織規模が大きく違うと、経営トップの影響力とインターナルコミュニケー
ション上の取組み方法が大きく異なると考えたからである。





ル数である 4-10 社を参考に決定し、筆者が個別に接触、協力に応諾頂いた合計 10 件（9 社）
［2012 年の調査企業含む］となった。候補企業は、三菱 UFJ 銀行をメインバンクとする青年
経営者セミナー会（2 世、3 世のオーナー企業の会）、ニュービジネス協議会［同会の IPO 大
賞グロース部門受賞企業等］の協力のもと選定した。表 1 に企業概要を示す。
表 1：データ提供（調査協力）企業の概要
Code 業種 上場 従業員 売上 成長性 調査時期
J ゲームアプリ開発業 上 650 152 H 2013.6
H 精密バネ製造業 上 300 82 M 2013.4
B 塾サービス業 非 300 15 H 2012.8
F 特殊ガラス・薄膜品製造業 上 289 55 L 2012.7
I F社と同じ 上 289 55 L 2013.5
C おもちゃ小売業 非 256 32 M 2012.8
D 自動車部品製造業 非 140 30 M 2012.9
E 物流・受託製造業 非 90 7 L 2012.6
A 特殊建築内装材製造業 非 40 11 M 2012.6
G 温度センサー製造業 非 30 5 H 2012.9
［注：企業は、Code 名で記す。数字は調査時期の前年度。売上：億円、従業員：人（パート含む）、H 社は、
海外を含めると従業員 2,344 人、売上 252 億円。］
調査協力企業の成長性（H、M、L）の分類は、5 年前と調査時点における売上、営業利益、
又は従業員のどれか 1 つでも、以下の基準を満足することとした。
1. 成長企業（High） ：5 年間で 25％以上成長している企業














1. 日本語版 CSQ による ICS スコアは、理論的サンプリングのための分類に有効か。




日本語版 CSQ のアンケート用紙を調査企業の協力者に渡し、紙、又は Web にて調査した。
協力者は、サンプルが均一になるように、調査用紙を従業員に配布し、2 週間程度の期間内
に回収した。企業ごとに従業員の平均値を計算し、企業の ICS と定義した。表 2 に ICS と各
社の回答者数、回答者比率（回答者数／従業員数）、回答者のうち部下がいると回答した回
答者の比率（部下有数／回答者数）を示す。なお、ICS は、4.0 以上を H と判定した。
表 2：調査企業の有効回答数、ICS スコア






J 650 243 37% 49% 4.0 1.4 H H
H 300 59 20% 61% 4.1 0.8 H M
B 300 20 7% 45% 4.2 0.7 H H
F 289 38 13% 100% 3.2 0.8 L L
I 289 39 13% 100% 3.8 1.2 L L
C 256 21 8% 76% 3.8 0.9 L M
D 140 23 16% 48% 3.7 0.8 L M
E 90 20 22% 45% 3.5 0.6 L L
A 40 13 33% 62% 4.2 0.8 H M






























表 2 のうち、Downs の基準を満足するのは、J 社のみである（650 人規模では、Downs の
基準は 212 人。回答数は 243 人と満足する）。他の調査企業では Downs の基準より少ないサ
ンプル数である。例えば、300 名程度の企業ではサンプル数は 57％（169 名）必要とする。
しかしながら、図 4 を見ると、J 社だけでなく他の企業も、J 社と同様の理論的整合性（ICS
と仕事の満足度、生産性との正の相関関係）を示している。従って、表 2 のデータは、ICS
のスコアとして信頼性があると判断できる。
更に、表 2 を見ると、ICS と成長性の組み合わせは、H-H、H-M、L-L、L-M の 4 パターン
であり、ICS の高さと成長性の正の関係性という観点でも、理論的整合性が確認された。こ
の点からも、表 2 の ICS の判定（H/L）の信頼性はあると判断できる。
これらの検証を踏まえて、表 2 から、企業 J、H、B、A、G を H 群企業、F（I）、C、D、








表 3：インタビュー実施者 （インタビュー回数：社長は記載回数、その他は 1 回）
Code 社長 専門責任者 専門担当 総務・人事部長 人事担当 ミドル
ABCDEG 2回 - - - - -
F 2回 - - 1名（社長に同席） - -
H 2回 1名 2名 1グループ（3名、1回） 2名
I 2回 - - 1名 - 2名








GTA によるインタビューデータの分析は、以下の手順で進めた（木下 2003、コービン ス
トラウス 2012）。
（a）概念の生成（オープンコーディング）：データから概念を生成。

















分析手順に従い、H 群、L 群を分析した。表 4 に生成した概念とその根拠となる質的デー
タを示す。表 5 に示すカテゴリーは、概念の関係性を考え導出した。尚、表 4 はカテゴリー
順に並べてあり、A から E の記号は、表 5 のカテゴリーに対応する。
表 4 の根拠データ（H 群事例と対極例、L 群類似例と対極例）の組合せにより、H 群固有
の概念、又は共通の概念が分かる。以下は、そのパターンである。
① H のみ、H と LR の組合せ：H 群では出来ているが、L 群にはない、或は出来ていない
→ H 群固有の概念
② H と HR の組合せ：H 群でも差がある→ H 群固有の概念だが、H 群でも差がある




























































































- 年に 5回位、会社の理念を分かってもらう。（B社 Y社長）
- 社長は、全社会で 90分、延長したり。（J社 Yさん）









































































































































































































































































































































ことがわかった。例えば、最も ICS が低い I 社（成長性は Low）は、社長の全社集会におけ
るトーク時間は短く（社長の存在感）、数年前から社長とミドルとの間に距離感ができ（ミ
ドルのリーダーシップ発揮）、社内のイベントも少ない（一体感醸成）という企業風土となっ









経営トップに加え、H 社、I 社、J 社では、ラインのミドルマネージャー 2 名、インター









































結果として向上することが期待される。実際、F 社と I 社は同一の企業であり、1 年間の間









ことも図 4 の結果から分かった。ICS 以外の個別の要因が働き、仕事の満足度や生産性を低
く、或いは高くしている。個別の要因としては、給料や、業務内容が考えられる。サービス
業や小売業といった対面販売の企業（B 社、C 社）は、ICS の仕事の満足度に対する影響度
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